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改正後 現行 

（１）農業用ため池 
本法における「農業用ため池」は、農業用水の供給の用に供される貯水施設をいい、

現に利用されている施設のほか、現に利用されていない施設であっても利用し得る状

態にある施設が該当する。そのため、専ら他用途（工業、養魚、生活等）を目的とす

る施設は対象外となる。ため池が農業用に利用し得る状態にあるかどうかは、受益地

の状況のほか、過去の利用状況も考慮することとなる。過去に農業用に利用されてい

たため池が、受益地がなくなるなどの理由で農業用の利用を完全に廃止したとしても、

堤体が残っており、管理が行われておらず、大雨の際に被害を及ぼすおそれがあるよ

うな場合には、本法の対象とする。一方、農業用の利用を完全に廃止した上で治水や

工業用等の他の目的に転用され、その目的に沿って適切に管理されているため池につ

いては、本法における農業用ため池の対象外となる。（局長通知第２の１） 

また、本法における「農業用ため池」は、人工的に作られた施設としての「堤体」

及び「取水設備」で構成されたものを指す。 

なお、河川法（昭和39年法律第167号）上の河川管理施設については、河川法の目

的を達成する施設であり、特定の利水目的のための施設ではないことから、農業用た

め池の対象から除外することとしている。また、農業用水に係る貯水施設のうち、堤

高 15 メートル以上のダム（河川法第 44 条第１項により規定するダム、貯水施設の構

造に関する近代的な技術基準※に基づいて設置され、かつ土地改良法等に基づく施設管

理規程が整備されているもの）については、本法の対象とする「農業用ため池」に含

めないこととしている。 

※ 近代的な技術基準とは、土地改良事業計画設計基準「コンクリートダム」（昭和

40年 10 月）、「フィルダム」（昭和41年 6 月）以降の基準や河川管理施設等構

造令（昭和51年政令第199号）のことを指す。 

 

（参考）農業用ため池の解釈 

本法の対象とする農業用ため池は、農業用水の供給の用に供される貯水施設の

うち、「堤体」及び「取水設備」で構成されるものとしていることから、これら

農業用ため池を構成する「堤体」又は「取水設備」を有していないものについて

は、本法における農業用ため池に該当しない。 

 このため、堀込式の貯水池は堤体がないことから、本法における農業用ため池

に該当しないと解される。また、かつては堤体があったと推測される貯水池の周

辺が、同じ標高で広範囲に埋め立てられて相当な期間が経過するなど、現況の周

辺地盤が基礎地盤とみなせるような状況になっている場合には、堤体がなくなっ

たものとし、これも本法における農業用ため池に該当しないと解される。 

 一方、貯水池の天端よりも周辺の埋立て高さが低い、埋立ての範囲が狭い、と
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※ 近代的な技術基準とは、土地改良事業計画設計基準「コンクリートダム」（昭和

40 年 10 月）、「フィルダム」（昭和41年 6 月）以降の基準や河川管理施設等構

造令（昭和51年政令第199号）のことを指す。 

 

（参考）農業用ため池の解釈 

本法の対象とする農業用ため池は、農業用水の供給の用に供される貯水施設の

うち、「堤体」及び「取水設備」で構成されるものとしていることから、これら

農業用ため池を構成する「堤体」又は「取水設備」を有していないものについて

は、本法における農業用ため池に該当しない。 

 このため、堀込式の貯水池は堤体がないことから、本法における農業用ため池

に該当しないと解される。また、かつては堤体があったと推測される貯水池の周

辺が、同じ標高で広範囲に埋め立てられて相当な期間が経過するなど、現況の周

辺地盤が基礎地盤とみなせるような状況になっている場合には、堤体がなくなっ

たものとし、これも本法における農業用ため池に該当しないと解される。 

 一方、貯水池の天端よりも周辺の埋立て高さが低い、埋立ての範囲が狭い、と
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改正後 現行 

いった構造になっている場合は、決壊等により標高の低い部分にため池の水が流

れ込み、災害を起こす危険性もあることから、本法における農業用ため池として

解される。 

また、用水路の付帯施設であるファームポンドについては、原則として１日以

内の用水の需給関係を調整することを主目的とした施設であって、貯水施設では

ないことから、本法における農業用ため池に該当しない。 
 

 
 

 

 

 

 

 

図－２・図－３ 【略】 

 

（２）・（３） 【略】 
 

３ 国及び地方公共団体の責務 

いった構造になっている場合は、決壊等により標高の低い部分にため池の水が流

れ込み、災害を起こす危険性もあることから、本法における農業用ため池として

解される。 

また、用水路の付帯施設であるファームポンドについては、原則として１日以

内の用水の需給関係を調整することを主目的とした施設であって、貯水施設では

ないことから、本法における農業用ため池に該当しない。 
 

 
 

 

 

図－２・図－３ 【略】 

 

（２）・（３） 【略】 
 

３ 国及び地方公共団体の責務 

図－１ 農業用ため池の概念図 

図－１ 農業用ため池の概念図 
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改正後 現行 

 

 

 

 

 

 

（１）地方公共団体の責務 
地方公共団体は、管轄区域内の農業用ため池について、農業用水の確保を図るとともに、

災害を防止するため、本法に規定された措置を講ずる必要がある。 

また、効果的に措置を講ずるためには、管轄区域内の農業用ため池全体を所掌する都道

府県と、地域の防災に責任を有する市町村が、農業用ため池に関する情報や実態調査等に

ついて連携して取り組み、それぞれの役割を果たしていく必要があることから、本法にお

いて、都道府県及び市町村の責務として、「相互に連携を図りながら、この法律に基づく

措置その他農業用ため池の適正な管理及び保全に関する施策を講ずるよう努めるものとす

る」としている。 

これまでも管轄区域内の農業用ため池に対し、都道府県はため池情報に関するデータベ

ースの整備・管理、防災重点ため池の選定等の取組を行い、市町村は農業用ため池の管理

状況の把握、周辺住民の避難対策等の取組を行ってきたところであり、これらの取組を連

携して実施することで農業用ため池の「適正な管理及び保全」が実現することになる。連

携に当たっては、地域の実情やこれまでの取組の経緯等を踏まえて、法律の施行が最適か

つ円滑に行われ、法律の目的が十分に達成できるよう、都道府県と市町村が十分に話し合

い、具体的な連携方法を定めていく必要がある。（局長通知第３の１） 

 

（参考）防災重点ため池 

  防災重点ため池は、「今後のため池対策について」（平成 31 年３月 29 日農村振興 

局防災課長通知）に基づき、ため池マップや緊急連絡体制の整備など避難行動につなが

る対策を講ずるとともに、優先度に応じてため池の補強、ハザードマップ等の対策を実

施してきたため池。 

（参考）地方自治法第252条の14第１項 

  普通地方公共団体は、協議により規約を定め、普通地方公共団体の事務の一部を、 

他の普通地方公共団体に委託して、当該他の普通地方公共団体の長又は同種の委員会若

しくは委員をして管理し及び執行させることができる。 

（参考）地方自治法第252条の17の２第１項 

  都道府県は、都道府県知事の権限に属する事務の一部を、条例の定めるところにより、

市町村が処理することとすることができる。この場合においては、当該市町村が処理す
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災害を防止するため、本法に規定された措置を講ずる必要がある。 
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措置その他農業用ため池の適正な管理及び保全に関する施策を講ずるよう努めるものとす

る」としている。 

これまでも管轄区域内の農業用ため池に対し、都道府県はため池情報に関するデータベ

ースの整備・管理、防災重点ため池の選定等の取組を行い、市町村は農業用ため池の管理

状況の把握、周辺住民の避難対策等の取組を行ってきたところであり、これらの取組を連

携して実施することで農業用ため池の「適正な管理及び保全」が実現することになる。連

携に当たっては、地域の実情やこれまでの取組の経緯等を踏まえて、法律の施行が最適か

つ円滑に行われ、法律の目的が十分に達成できるよう、都道府県と市町村が十分に話し合

い、具体的な連携方法を定めていく必要がある。（局長通知第３の１） 

 

 

 

 

 

 

（参考）地方自治法第252条の14第１項 

  普通地方公共団体は、協議により規約を定め、普通地方公共団体の事務の一部を、 

他の普通地方公共団体に委託して、当該他の普通地方公共団体の長又は同種の委員会若

しくは委員をして管理し及び執行させることができる。 

（参考）地方自治法第252条の17の２第１項 

  都道府県は、都道府県知事の権限に属する事務の一部を、条例の定めるところにより、

市町村が処理することとすることができる。この場合においては、当該市町村が処理す

農業用ため池の管理及び保全に関する法律 

 

（国及び地方公共団体の責務） 

第三条 【略】 

農業用ため池の管理及び保全に関する法律 

 

（国及び地方公共団体の責務） 

第三条 【略】 
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ることとされた事務は、当該市町村の長が管理し及び執行するものとする。 

 

（２） 【略】 

 

第２章 農業用ため池の届出・管理 
 

１ 届出の手続等 
 
農業用ため池の管理及び保全に関する法律 

 

（農業用ため池の届出） 

第四条 【略】 

 

附 則 

（経過措置） 

第二条 【略】 

（罰則） 

第三条 【略】 

 

 

農業用ため池の管理及び保全に関する法律施行規則 

 

（農業用ため池の届出） 

第三条 【略】 

 

（農業用ため池の届出書の記載事項） 

第四条 【略】 

 

（変更等の届出） 

第五条 【略】 

 

（データベースの公表事項） 

第六条 【略】 

 

ることとされた事務は、当該市町村の長が管理し及び執行するものとする。 

 

（２） 【略】 

 

第２章 農業用ため池の届出・管理 
 

１ 届出の手続等 
 
農業用ため池の管理及び保全に関する法律 

 

（農業用ため池の届出） 

第四条 【略】 

 

附 則 

（経過措置） 

第二条 【略】 

（罰則） 

第三条 【略】 

 

 

農業用ため池の管理及び保全に関する法律施行規則 

 

（農業用ため池の届出） 

第三条 【略】 

 

（農業用ため池の届出書の記載事項） 

第四条 【略】 

 

（変更等の届出） 

第五条 【略】 

 

（データベースの公表事項） 

第六条 【略】 
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（１） 【略】 
 

（２）届出が必要な農業用ため池 
ア 届出の対象範囲 

届出義務の対象となるため池は、「第１章の２定義」において記述している農業用た

め池である。国が所有するため池は、国有財産法（昭和23年法律第73号）により、

地方公共団体が所有するため池は地方自治法により適切な管理が義務付けられること

から、対象外としている。 
ただし、国や地方公共団体が所有する農業用ため池についても、本法第４条第３項

及び第４項により、都道府県知事が整備するデータベースに記録していくこととして

いるので、留意されたい。 
なお、土地改良区が所有する農業用ため池は届出の対象であるが、地方自治法に基

づき設置された財産区が所有する農業用ため池については、届出の対象とはならない。 
 

 
 

 

 

 

（１） 【略】 
 

（２）届出が必要な農業用ため池 
ア 届出の対象範囲 

届出義務の対象となるため池は、「第１章の２定義」において記述している農業用た

め池である。国が所有するため池は、国有財産法（昭和23年法律第73号）により、

地方公共団体が所有するため池は地方自治法により適切な管理が義務付けられること

から、対象外としている。 
ただし、国や地方公共団体が所有する農業用ため池についても、本法第４条第３項

及び第４項により、都道府県知事が整備するデータベースに記録していくこととして

いるので、留意されたい。 
なお、土地改良区が所有する農業用ため池は届出の対象であるが、地方自治法に基

づき設置された財産区が所有する農業用ため池については、届出の対象とはならない。 
 

 
 

図－４ 届出対象の農業用ため池 

図－４ 届出対象の農業用ため池 
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改正後 現行 

 

イ 【略】 
 

（３）～（９） 【略】 
 

２ データベースの整備及び公表について 

（１）データベースの整備 

ア 【略】 

 

イ データベースに登録する項目 

    全ての農業用ため池において特定農業用ため池の指定や、周辺住民に周知し災害時の

避難行動につなげるために必要な本法第４条第１項に規定する事項を農業用ため池に

関するデータベースに登録する。なお、特定農業用ため池及び防災重点農業用ため池に

係る防災工事等の推進に関する特別措置法（令和２年法律第 56 号。以下「ため池工事

特措法」という。）第４条第１項に基づき都道府県知事が防災重点農業用ため池に指定

したため池（特定農業用ため池と防災重点農業用ため池の関係については、「第４章の

１の（３）特定農業用ため池と防災重点農業用ため池の関係」を参照）については、法

第４条第１項に規定する事項以外に、施策を講ずる上で必要となる詳細なため池諸元に

関する情報（豪雨時等における危険度の予測等に必要な堤体の型式、材質、法勾配など

の構造に関する情報、洪水吐き、取水設備及び底樋の型式、寸法などの設備の概要の情

報、堤体の築造年、受益面積、受益戸数、流域面積、満水面積など）や各種対策の実施

状況に関する情報についても登録する。（局長通知第５の１） 

    これらは、本法第４条第１項に基づく届出の記載事項とはしていないが、今後も農業

用ため池対策に有効な情報となることから、都道府県において補助事業を活用しつつ必

要な調査を行い、引き続き、データベースに登録していくものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 【略】 
 

（３）～（９） 【略】 
 

２ データベースの整備及び公表について 

（１）データベースの整備 

ア 【略】 

 

イ データベースに登録する項目 

    全ての農業用ため池において特定農業用ため池の指定や、周辺住民に周知し災害時の

避難行動につなげるために必要な本法第４条第１項に規定する事項を農業用ため池に

関するデータベースに登録する。なお、防災重点ため池及び特定農業用ため池（防災重

点ため池と特定農業用ため池の関係については、「第４章の１の（３）防災重点ため池

と特定農業用ため池、防災重点農業用ため池の関係」を参照）については、法第４条第

１項に規定する事項以外に、施策を講ずる上で必要となる詳細なため池諸元に関する情

報（豪雨時等における危険度の予測等に必要な堤体の型式、材質、法勾配などの構造に

関する情報、洪水吐き、取水設備及び底樋の型式、寸法などの設備の概要の情報、堤体

の築造年、受益面積、受益戸数、流域面積、満水面積など）や各種対策の実施状況に関

する情報についても登録する。（局長通知第５の１） 

    これらは、本法第４条第１項に基づく届出の記載事項とはしていないが、今後も農業

用ため池対策に有効な情報となることから、都道府県において補助事業を活用しつつ必

要な調査を行い、引き続き、データベースに登録していくものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－１ データベースの登録項目 表－１ データベースの登録項目 
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改正後 現行 

ウ～オ 【略】 

 

 （２）データベースの公表 

ア 【略】 

 

イ 公表の内容 

    公表内容については、個人情報の保護を考慮しつつ、災害の防止を図る上で公表する

ことが必要な情報として次に掲げる事項とする（本法第４条第１項第１号、規則第６

条）。 

① 農業用ため池の名称及び所在地 

② 農業用ため池の所有者及び管理者（両方）の名称 

※ 所有者等が法人である場合は法人名を、法人でない団体の場合は団体名を、法

人ではない団体で規約のない場合及び個人の場合は名称ではなく「自然人」と

公表する。 

③ ため池の堤高、堤頂長、総貯水量 

④ 届出の有無及び届出があった場合は、届出の年月日 

⑤ 特定農業用ため池の指定の有無及び指定を受けている場合は、当該指定の年月日 

※ なお、防災重点農業用ため池の指定の有無についても、これらと併せて参考と

して公表すること。 

 

（３）・（４） 【略】 

 

第３章  【略】 
 

第４章 特定農業用ため池の指定等 

 

農業用ため池の管理及び保全に関する法律 

 

（特定農業用ため池の指定等） 

第七条 【略】 

 

農業用ため池の管理及び保全に関する法律施行令 

 

（特定農業用ため池の指定の要件） 

ウ～オ 【略】 

 

（２）データベースの公表 

ア 【略】 

 

イ 公表の内容 

    公表内容については、個人情報の保護を考慮しつつ、災害の防止を図る上で公表する

ことが必要な情報として次に掲げる事項とする（本法第４条第１項第１号、規則第６

条）。 

⑥ 農業用ため池の名称及び所在地 

⑦ 農業用ため池の所有者及び管理者（両方）の名称 

※ 所有者等が法人である場合は法人名を、法人でない団体の場合は団体名を、法

人ではない団体で規約のない場合及び個人の場合は名称ではなく「自然人」と

公表する。 

⑧ ため池の堤高、堤頂長、総貯水量 

⑨ 届出の有無及び届出があった場合は、届出の年月日 

⑩ 特定農業用ため池の指定の有無及び指定を受けている場合は、当該指定の年月日 

※ なお、防災重点ため池の選定の有無についても、これらと併せて参考として公

表すること。 

 

 （３）・（４） 【略】 

 

第３章  【略】 
 

第４章 特定農業用ため池の指定等 
 

農業用ため池の管理及び保全に関する法律 

 

（特定農業用ため池の指定等） 

第七条 【略】 

 

農業用ため池の管理及び保全に関する法律施行令 

 

（特定農業用ため池の指定の要件） 
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第一条 【略】 

 

農業用ため池の管理及び保全に関する法律施行規則 

 

（特定農業用ため池の指定の要件） 

第七条 【略】 

 

 

１ 指定要件と指定に当たっての検討内容 
（１）・（２） 【略】 

 
（３）特定農業用ため池と防災重点農業用ため池の関係 

 

 

 

 

「特定農業用ため池」の指定要件は、「防災重点農業用ため池」の指定要件と同じで

あるが、「防災重点農業用ため池」のうち、国又は地方公共団体が所有する農業用ため

池ついては、国有財産法や地方自治法等の法令に基づき適正に管理されることとなるた

め、「特定農業用ため池」の指定の対象外としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２～５ 【略】 
 

第一条 【略】 

 

農業用ため池の管理及び保全に関する法律施行規則 

 

（特定農業用ため池の指定の要件） 

第七条 【略】 

 

 

１ 指定要件と指定に当たっての検討内容 
（１）・（２） 【略】 

 
 （３）防災重点ため池と特定農業用ため池、防災重点農業用ため池の関係 

防災重点ため池は、「今後のため池対策について（平成31 年３月 29 日農村振興局防

災課長通知）」に基づき、ため池マップや緊急連絡体制の整備など避難行動につながる

対策を講ずるとともに、優先度に応じてため池の補強やハザードマップなどの対策を実

施するため池である。 

「特定農業用ため池」の指定要件は、「防災重点ため池」の選定規準と同じ内容を規

定している。特定農業用ため池は、本法第８条の「行為の制限」、同９条の「防災工事

の施行」等の規定の適用を受けるが、「防災重点ため池」のうち、国又は地方公共団体

が所有する農業用ため池については、国有財産法や地方自治法等の法令に基づき適正に

管理されることとなるため、「特定農業用ため池」の指定の対象外としている。 

また、「防災重点農業用ため池」は、防災重点農業用ため池に係る防災工事等の推進

に関する特別措置法（令和２年法律第56号。以下「ため池工事特措法」という。）第４

条第１項に基づき都道府県知事が指定するものであり、指定要件は「防災重点ため池」

の選定規準と同じである。 

「防災重点ため池」、「特定農業用ため池」、「防災重点農業用ため池」の用語は、選定

又は指定の目的が異なることから、併存することとしている。なお、本法第２条第１項

において農業用ため池が定義されていることから、農業用ため池に該当しないものが防

災重点ため池に選定されている場合は、防災重点ため池から除外し農業用ため池の定義

と整合を図っていくことが望ましい。 

 

２～５ 【略】 
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改正後 現行 

第５章・第６章  【略】 

 

第７章 住民に周知するための措置 
 

農業用ため池の管理及び保全に関する法律 

 

（住民に対する周知のための措置） 

第十二条 【略】 

 

１ ハザードマップ等の作成 
  市町村長は、特定農業用ため池の決壊に関する情報の伝達方法、避難場所及び避難経路

に関する事項について、印刷物の配布その他必要な措置を講ずることにより、住民に周知

させるよう努めることとしている（本法第12条）。  

  具体的には、決壊した場合の影響度が大きいため池から優先して、緊急時の避難経路や

避難場所を示したハザードマップを作成・公表に努めることが望ましい。その際、地域住

民を含めたワークショップを開催するなど、地元の意見をハザードマップに反映させると

ともに、住民の防災意識の向上を図ることが望ましい。 

  管轄区域内のため池数は、市町村によって異なる。ため池数の多い市町村では、短期間

で全てのため池のハザードマップを作成することが難しい。このような場合にあっては、

まず農業用ため池の基本情報（名称、所在地、総貯水量、緊急連絡先）を記載した地図（た

め池マップ）を作成し、住民に周知することも有効である。 

  また、避難指示等に必要な情報を市町村が的確に把握できるよう、防災重点農業用ため

池の所有者や管理者からの緊急時の点検・報告等のルールを定めておくことが望ましい。 
 
 
２ 【略】 

 

第８章・第９章 【略】 
 

様式例一覧 【略】 

 

第５章・第６章  【略】 

 

第７章 住民に周知するための措置 
 

農業用ため池の管理及び保全に関する法律 

 

（住民に対する周知のための措置） 

第十二条 【略】 

 

１ ハザードマップ等の作成 
  市町村長は、特定農業用ため池の決壊に関する情報の伝達方法、避難場所及び避難経路

に関する事項について、印刷物の配布その他必要な措置を講ずることにより、住民に周知

させるよう努めることとしている（本法第12条）。  

  具体的には、決壊した場合の影響度が大きいため池から優先して、緊急時の避難経路や

避難場所を示したハザードマップを作成・公表に努めることが望ましい。その際、地域住

民を含めたワークショップを開催するなど、地元の意見をハザードマップに反映させると

ともに、住民の防災意識の向上を図ることが望ましい。 

  管轄区域内のため池数は、市町村によって異なる。ため池数の多い市町村では、短期間

で全てのため池のハザードマップを作成することが難しい。このような場合にあっては、

まず農業用ため池の基本情報（名称、所在地、総貯水量、緊急連絡先）を記載した地図（た

め池マップ）を作成し、住民に周知することも有効である。 

  また、避難指示等に必要な情報を市町村が的確に把握できるよう、防災重点ため池や特

定農業用ため池の所有者や管理者からの緊急時の点検・報告等のルールを定めておくこと

が望ましい。 
 
２ 【略】 

 

第８章・第９章 【略】 
 

様式例一覧 【略】 

 

 

 


